
 

 

 

商標法に関する２件の司法解釈意見募集稿の公表について 

 

１．はじめに 

2026 年 9 月、最高人民法院は商標に関する 2 件の司法解釈の意見募集稿を同時に公

表した。一つは、既存の司法解釈を改正する『商標の権利付与・権利確定に係る行政案件

の審理における若干問題に関する規定（改正決定意見募集稿）（以下、『権利付与・権利

確定の規定に関する意見募集稿』とする）、もう一つは、新たに作成された『〈中華人民共

和国商標法〉の時間的効力の適用に関する若干規定（意見募集稿）』（以下、『時間的効

力に関する意見募集稿』とする）である。 

 

両文書は、2027 年 1 月 1 日に施行される新『商標法』に付随して用意された司法解釈

案である。前者の『権利付与・権利確定の規定に関する意見募集稿』は、長年の商標審判

実務を踏まえ、既存の審決取消訴訟のルールを整備・最適化するものであり、商標の拒絶

査定不服審判、商標登録不許可決定に対する不服審判、商標取消決定に対する不服審

判、商標無効審判、商標無効審判不服審判の取消訴訟に適用される。後者の『時間的効

力に関する意見募集稿』は、新たに制定される司法解釈であり、新旧『商標法』の過渡期

において、条件ごとにいずれを適用すべきかのルールを明確にするものである。これらの

司法解釈は、商標の出願戦略や審判・審決取消訴訟実務に影響を与えるため、出願人に

とって重要である。 

  

本稿では、両司法解釈の主な条文を紹介し、実務への影響を分析した上で、実務での

対応について検討する。 

 

２．『権利付与・権利確定の規定に関する意見募集稿』について 

本意見募集稿は、2017 年の『最高人民法院による商標の権利付与・権利確定に係る行

政案件の審理における若干問題に関する規定』に対する体系的な改正を行うものである。

『商標法』改正に合わせた条文番号や用語の修正に加えて、実体的な裁判ルールも更新・

最適化し、司法解釈と新『商標法』の体系を整合させている。主な改正内容は以下の通り

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

（１）商標絶対的登録禁止事由に関する条項の詳細化 
 

2017 年司法解釈 権利付与・権利確定規定意見募集稿 

第 3 条： 

商標法第 10 条第 1 項第 1 号に定める中

華人民共和国の国家名称等と「同一又は

類似」とは、標章が全体において国家名称

等と同一又は類似であることをいう。 

 

 

 

 

 

 

中華人民共和国の国家名称等を含むが、

全体においては同一又は類似ではない標

章については、当該標章を商標として登録

することで国家の尊厳を損なう可能性があ

る場合に、人民法院は商標法第 10 条第 1

項第 8 号に定める状況に該当すると認定

することができる。 

第 3 条：   

商標法第 15 条第 1 号に規定する「中国共

産党の名称、党旗、党章、勲章若しくは重

要な理論的成果、歴史的事件に関連する

標識的要素等と同一又は類似するもの」

及び同条第 2 号に規定する「中華人民共

和国の国名、国旗、国章、国歌、軍旗、軍

章、軍歌、勲章等と同一又は類似するも

の」とは、標章が全体において前記の名称

等と同一又は類似であることをいう。 

 

商標法第 15 条第 1 号及び第 2 号に規定

する名称等を含むが、全体においては同

一又は類似ではない標章については、当

該標章を商標として登録することで国家の

尊厳を損なう可能性がある場合に、人民

法院は商標法第 15 条第 9 号に定める状

況に該当すると認定することができる。 
 

① 改正のポイント 

今回の改正は、新『商標法』の立法趣旨に合わせて、絶対的登録禁止事由の適用範囲

と裁判基準を整備するものである。従来の商標法では、国家の名称、国旗、国章などが絶

対的登録禁止事由とされていたが、新『商標法』では、党の名称、党旗、党章、勲章、重要

な理論的成果及び重大な歴史的事件に係る象徴的要素が規制対象に追加された。ルー

ル上は商標の全体対比原則を引き続き採用し、一部の要素が規制対象と同一又は類似

であることだけを理由に商標登録を否定しないとの構えである。しかしながら、全体として

同一又は類似ではない状況であっても、国家の尊厳を損なう恐れがある状況については

登録が禁止されることが明確にされている。 

 

② 実務での対応 

商標の構想・デザイン段階において、誤って中国共産党や国家の象徴的要素に類似す

る文字・図形等が含まれることがないよう、事前に調査・確認する。 

 

 

 



 

 

 

（２）欺瞞的標章に関する条項における誤認対象範囲の拡大 
 

2017 年司法解釈 権利付与・権利確定規定意見募集稿 

第 4 条：   

商標標章又はその構成要素が欺瞞性を

帯び、容易に公衆に商品の品質等の特徴

又は産地の誤認を生じさせ、商標審査委

員会がこれを 2001 年改正の商標法第 10

条第 1 項第７号に定める状況に該当する

と認定する場合、人民法院は、これを支持

する。 

第 4 条：   

商標標章又はその構成要素が欺瞞性を帯

び、容易に公衆に商品の品質、製法、原

材料等の特徴又は産地の誤認を生じさ

せ、国務院商標管理部門がこれを商標法

第 15 条第 8 号に定める状況に該当すると

認定する場合、人民法院は、これを支持す

る。 
 

① 改正のポイント 

従来の 2017 年の司法解釈では、欺瞞的標章に係る公衆の誤認対象は、商品の品質と

原産地のみに限られていた。今回の改正では、これに製法・原料を追加して公衆誤認の保

護範囲を拡張するとともに、引用する条文番号を調整した。 
 

原料・製法が欺瞞的標章の審査対象に組み入れられることにより、従来の実務の原料・

製法に関する誤認の認定基準が曖昧であった状況を改善し、事案の判断基準が統一され

た。 

 

② 実務での対応 

企業は商標をデザインする際、原料や製法に関する記述的用語を慎重に使用する必要

がある。商標に当該表現が含まれる場合、審査過程の欺瞞的であるとの疑義に対応する

ために、原料・製法が商標で記述された通りであることを裏付ける証拠資料を事前に準備

しておくことを推奨する。これら証拠資料を、実体審査段階で必ず考慮してもらえる保証は

ないものの、出願と同時に提出することも一案である。また、実体審査段階で審査官に考

慮されなかった場合にも、不服審判段階において活用することができる。 

 

（３）馳名商標の保護条項に反希釈化ルールを正式に導入 
 

2017 年司法解釈 権利付与・権利確定規定意見募集稿 

第 13 条：   

当事者が商標法第 13 条第 3 項により、係

争商標はそのすでに登録した馳名商標の

複製、模倣又は翻訳にあたり、登録すべき

ではない旨、又は無効にすべきである旨を

主張する場合、人民法院は、次の各号に

第 13 条：   

当事者が商標法第 21 条第 2 項により、係

争商標はそのすでに登録した馳名商標の

複製、模倣又は翻訳にあたり、登録すべき

ではない旨、又は無効にすべきである旨を

主張する場合、人民法院は、以下の各号



 

 

 

掲げる要素を総合的に考慮し、係争商標

の使用が、関連公衆にそれと馳名商標に

相当程度の繋がりがあると認識させ、これ

により公衆を誤った方向に導き、馳名商標

登録者の利益が損害を被り得るに足るか

否かを認定しなければならない。 

 

 

 

 

（一）引用商標の識別性及び知名度 

 

（二）標章が十分に類似しているか 

（三）指定商品に関する状況 

（四）関連公衆の重複度及び注意の程度 

（五）引用商標に類似する標章がその他市

場主体により適法に使用されている状況

又はその他の関連要素 

に掲げる要素を総合的に考慮し、係争商

標の使用が、関連公衆にそれと馳名商標

に相当程度の繋がりがあると認識させ、こ

れにより馳名商標の識別力が希釈され、

その市場における名声が毀損され、又は

その市場における名声が不正に利用され

ることで公衆が誤認し、馳名商標保有者の

利益が損害を被り得るに足るか否かを認

定しなければならない。 

 

（一）保護を求める商標の識別性及び知名

度 

（二）標章が十分に類似しているか 

（三）指定商品に関する状況 

（四）関連公衆の重複度及び注意の程度 

（五）保護を求める商標に類似する標章が

その他市場主体により適法に使用されて

いる状況又はその他の関連要素 
 

① 改正のポイント 

従来の 2017 年の司法解釈第 13 条では、馳名商標に区分を超えた保護を与えるか否

かは、公衆を誤導するか否かを唯一の基準として認定されていた。今回の改正は、更に、

馳名商標の顕著性を希薄化させること、馳名商標の市場的信用を毀損すること、馳名商

標の市場的信用を不正に利用することという 3 類型に対する反希釈化規制事由を追加し

た。引用条文の番号は調整されているが、従来の 5 項目の考慮要素は、そのまま維持さ

れている。 

 

今回の改正により、反希釈化ルールが商標の権利付与・権利確定手続に導入された。

馳名商標の保護は従来の混同・誤認という単一の基準から更に拡張され、中国の馳名商

標司法の保護体系がさらに整備された。 

 

② 実務での対応 

一般の事業者にとって、馳名商標の保護範囲が大幅に拡大するため、使用する商標を

決定する時点で、知名度の高い馳名商標を自発的に回避する必要がある。商品または役

務の区分が非類似であっても、他人の商標の顕著性を希薄化させたり他人の信用を不当

に利用したりすることで、馳名商標の希釈化に該当すると判断される法的リスクに留意しな

ければならない。 



 

 

 

馳名商標を保有する企業にとっては、区分を超えた保護を求める際に、新たな反希釈

化ルールを利用することができ、混同・誤認の主張に限らず、自社ブランドの顕著性と市場

的信用を全方位的に守ることが可能となる。 

 

（４）先に使用され一定の影響力を有する商標の保護ルールの最適化 
 

2017 年司法解釈 権利付与・権利確定規定意見募集稿 

第 23 条：   

先使用者が、商標出願人は当該先使用者

がすでに使用しかつ一定の影響を有する

商標について不正な手段で先取り登録し

ている旨を主張するとき、先に使用してい

る商標がすでに一定の影響を有し、商標

出願人が当該商標を明らかに知り又は知

るべきであった場合は、当該商標出願人

が「不正な手段で先取り登録した」と推定

することができる。ただし、商標出願人が

先に使用されている商標の信用を利用す

る悪意がない旨を立証する場合は、この

限りでない。 
 

先使用者がその先に使用している商標に

一定の持続した使用期間、地域、販売量

又は広告宣伝がある旨を立証する場合、

人民法院は、一定の影響を有すると認定

することができる。 

 

先使用者が、出願人は先使用者とは類似

でない商品において、先使用者が先に使

用しかつ一定の影響を有する商標を登録

出願し、商標法第 32 条の規定に違反して

いる旨を主張する場合には、人民法院は、

これを支持しない。 

第 23 条：   

先使用者が、商標出願人は当該先使用者

がすでに使用しかつ一定の影響を有する

商標について故意に先取り登録している

旨を主張するとき、先に使用している商標

がすでに一定の影響を有し、商標出願人

が当該商標を明らかに知り又は知るべき

であった場合は、当該商標出願人が「故意

に先取り登録した」と推定することができ

る。ただし、商標出願人が、先に使用され

ている商標の信用を利用する悪意がない

旨を立証する場合は、この限りでない。 

 
 

先使用者がその先に使用している商標に

一定の継続した使用期間、地域、販売量

又は広告宣伝がある旨を立証する場合、

人民法院は、一定の影響を有すると認定

することができる。 

 

先使用者が、出願人は先使用者とは類似

でない商品において、先使用者が先に使

用しかつ一定の影響を有する商標を登録

出願し、商標法第 24 条の規定に違反して

いる旨を主張する場合には、人民法院は、

これを支持しない。 
 

① 改正のポイント 

2017 年司法解釈第 23 条では、規制対象を「不正な手段による先取り登録」と規定して

いた。本意見募集稿では当該行為を故意による先取り登録へ改め、条項番号を併せて調

整している。なお、商標が「一定の影響力を有する」と認定されるための挙証の内容や、区



 

 

 

分を超えた保護の制限ルールについては変更ない。 
 

旧条文と比較し、「故意による先取り登録」は、行為の構成要件をより正確に表現してい

る。本条は、主観的故意を有する先取り登録行為を規制することを明確にしており、司法

実務における先取り登録行為の認定基準の統一に資する。 

 

② 実務での対応 

企業が既に使用しているものの未登録の標章を有する場合、紛争に備えて、標章の継

続的な使用、商品販売、ブランド宣伝などの証拠資料を計画的に保管しておく必要がある。

紛争になった際は、相手が当該先使用標章を知っていた、または知り得たことを中心に挙

証し、相手方の先取り登録の主観的故意を立証する必要があるが、一定の知名度を有す

る標章の場合には、相手の出願より前に当該標章が使用されメディアに露出しており、同

業者である相手が知り得たことなどにより故意の主張・立証が認められるケースもある。 

 

（５）事実認定時点のルールに 2 つの改正案を設置 
 

2017 年司法解釈 権利付与・権利確定規定意見募集稿 

第 28 条：   

人民法院が商標権付与・確定行政案件を

審理する過程において、商標審査委員会

が係争商標に対して拒絶査定、登録不許

可又は無効を決定した事由が存しないこと

が明らかになった場合、人民法院は、新た

な事実により商標審査委員会の関連裁定

を取り消し、かつ変更後の事実に基づき改

めて裁定を下すよう命じる判決を下すこと

ができる。 

第 28 条：   

人民法院は、国務院商標管理部門が商標

法第20条に基づいて行った拒絶査定不服

審判の決定、商標登録拒絶査定不服審判

の決定又は無効宣告の裁定を審理する場

合、当該決定又は裁定が行われた時点の

事実状態を基準としなければならない。 

 

（第 2 案：国務院商標管理部門が係争商

標の拒絶、登録不許可又は無効宣告の理

由とした事由が、人民法院による商標の登

録査定・権利確定に係る確定判決が出さ

れる前に消滅した場合、人民法院は、新た

な事実に基づいて国務院商標管理部門の

関連裁決を取り消し、変更後の事実に基

づいて改めて裁決を行うよう命じることが

できる。確定判決が出された後に当該事

由が消滅した場合、当事者がそのことのみ

を理由として再審を申し立てても、人民法

院はこれを受理しない旨の裁定をする。） 



 

 

 

① 改正のポイント 

従来の 2017 年の司法解釈第 28 条によれば、商標の審決取消訴訟において、商標審

査委員会が裁定を行う根拠となった事由が消滅した場合、人民法院は新たな事実に基づ

き当該裁定を取り消し、行政機関に再裁定を命じることができるとされている。そのため、

例えば商標登録の拒絶審決確定後に引用商標が不使用取消になった場合、審決取消訴

訟において、その旨を主張して審決を覆すことができた。今回の意見募集稿第 28 条では、

当該規定を改正する２つの案が提示され、広く意見を募集している。 

 

案 1（保守的な案）：人民法院は事件を審理する際、対象となる行政決定がなされた時

点の事実状態を基準とし、決定後に生じた事実の変動は考慮しない。 

 

案 2（現行ルールを継承し補完する案）：人民法院が有効な判決を確定させる前に、裁

定の根拠となる事由が消滅した場合、人民法院は新たな事実に基づいて、対象となる裁

定を取り消し、再裁定を命じることができる。一方、有効な判決確定後に事由が消滅した

場合、当事者は当該理由により再審を申し立てることはできない。 

 

この 2つの改正案は、業界で広く注目されている。案 1は裁定時点の事実を判断基準と

して固定するため、判決の法的予測可能性が高い。案 2 は現行の仕組みに再審の制限を

追加して、事案を蒸し返すことができる時間的な制限を明確にし、判決確定後の事実変動

を理由とした再審申立てを防止することで、司法資源の節約を図っている。2 つの改正案

の価値観は大きく異なり、最終的に採用される内容は今後の実務戦略に直接影響する。 

 

② 実務での対応 

案 1 が正式に施行された場合、現在実務で広く利用されている方法——行政訴訟段階で

不使用取消・無効審判により引用商標を消滅させ、拒絶査定不服審判の決定を覆すこと—

—は実施できなくなる。その場合、拒絶査定不服審判の審理係属中に中止を申請し、不使

用取消・無効審判などの審理結果を待つほかなく、商標の権利化のための戦略の見直し

が必要となる。知的財産局が拒絶査定不服審判の審決を出した後は、訴訟段階で引用商

標を消滅させても事件結果を変えることはできなくなる。 
 

案 2 が正式に施行された場合、訴訟手続中に引用商標の権利が消滅すれば裁定の基

礎事由が存在しなくなったものとみなされ、法院は当該新事実を採用して元の決定を取り

消すことができるため、現行の実務上の戦略を引き続き活用可能である。 

 

３．『時間的効力に関する意見募集稿』について 

本意見募集稿は新旧『商標法』の過渡期における法律適用の問題を専門的に解決する

ものであり、異なる類型の商標事件に旧法・新法のいずれを適用すべきかを明確にしてい

る。具体的な規定は以下の通りである。 



 

 

 

（１）商標民事紛争事件（第 1 条） 

- 法律事実が新法施行後に発生した場合、新『商標法』を適用する。 

 

- 法律事実が新法施行前に発生した場合、当時の『商標法』及び司法解釈の規定を適用

する。ただし、法律・司法解釈に別段の定めがある場合はこの限りではない。 

 

- 法律事実が新法施行後まで継続する場合、新『商標法』を適用する。ただし、法律・司法

解釈に別段の定めがある場合はこの限りではない。 

 

（２）商標の権利付与・権利確定に関する行政訴訟（第 2 条～第 4 条） 

- 商標拒絶査定不服審判及び商標不登録決定不服審判の取消訴訟：審決時に施行され

ていた『商標法』を適用する。（第 2 条） 

 

- 商標無効審判及び無効審判不服審判の取消訴訟：登録査定時に施行されていた『商

標法』を適用する。（第 3 条） 

- 商標取消決定不服審判の取消訴訟：請求人が係争商標の取消を請求した時点、また

は国務院商標管理部門が職権により取消手続を開始した時点に施行されていた『商標

法』を適用する。（第 4 条） 

 

（３）商標行政処罰関連行政訴訟（第 5 条） 

違法行為発生時に施行されていた『商標法』を適用する。ただし、行政処罰決定作成時

に施行されていた『商標法』の罰則が軽い、または当該行為を違法としない場合、当該法

律を適用する。 

 

（４）その他 

- 商標行政行為の手続的事項を審理する場合：当該行政行為時に施行されていた『商標

法』を適用する。（第 6 条） 

 

- 無効審判請求が審判請求期限を超過しているか審理する場合：登録査定公告日に施

行されていた『商標法』を適用する。（第 7 条） 

 

- 異議申立事件：初歩査定公告が新『商標法』施行前になされた場合、異議期間は旧『商

標法』で定められた 3 ヶ月の異議期間が適用される。（第 7 条） 

 

本意見募集稿は民事侵害事件、商標の権利付与・権利確定事件（無効宣告・不使用取

消・拒絶査定不服審判）、行政処罰事件のそれぞれに法律適用の判断基準を定め、移行

期における法律適用の混乱を効果的に防止するものである。 

 



 

 

 

４．終わりに 

上記 2 件の司法解釈の意見募集稿が正式に施行された場合、企業のブランド戦略、商

標の権利付与・権利確定の対応方針などに一定の影響がある。特に、２つの案が示され

ている『権利付与・権利確定の規定に関する意見募集稿』第 28 条の動向は、実務への影

響が大きく、注目される。 

 

本件については、続報があり次第、皆様にお知らせいたします。  
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